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エネルギー消費ー削減が始まってはいるが。。。

出典：経済産業省資源エネルギー庁 エネルギー白書2017

最終エネルギー消費の推移



GHG排出量の推移ー原発停止の影響はどうにか。。。

出典：温室効果ガスインベントリオフィス 日本の温室効果ガス排出量データ



依然高い化石燃料への依存
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出典：BP Statistical Review of World Energy June 2018

主要国における一次エネルギー消費における化石燃料の割合



石炭依存の拡大
一次エネルギー供給の推移ー燃料種別 （原油換算万kl）

出典：経済産業省 総合エネルギー統計
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石炭火力の新増設計画ラッシュ

出典：環境省「平成 29 年度電源低炭素化方策検討会報告書」



再生可能エネルギーの拡大、しかし。。。

出典：経済産業省資源エネルギー庁「エネルギー白書2014」、「電力調査統計」(参照：2017/06/30)より作成

再生可能エネルギーの発電量推移 一次エネルギーに占める自然エネルギーの割合



世界の多くの地域で火力発電より安価になった再エネ

化石燃料の価格幅
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出典: BENF, Levelized Cost Electricity

世界の主要国における発電コスト比較（LCOE 2018-H1）



政策の課題 ー第５次エネルギー基本計画
2030年エネルギーミックス（電力）の実現
• 省エネ 5,030万kl（2016現在 880万kl）
• 電力 再エネ22～24％（ 〃 15%）

原子力22～20％ ( 〃 2%)
火力 56% (〃 84%)

• 2050年に向けては「複線シナリオ」

エネルギーシフト戦略は不明確
石炭、原子力を温存していてシフトが可能か？
電力以外、特に、熱、運輸部門への視点？
省エネ（エネルギー効率化）対策の更なる強化？

出典：経済産業省



経済成長とエネルギーのデカップリング

出典：経済産業省 エネルギー白書2017



省エネ政策の課題 産業分野のエネルギー生産性

出典：経済産業省 エネルギー白書2017

製造業のエネルギー消費原単位の推移 主要国のエネルギー生産性の推移
一次エネルギーあたりのGDP（購買力平価）

出典：IEA, CO2 Emission from Fuel Combustion 2017より作成

• 製造業などエネルギー生産性向上の鈍化
• 事業所単位を超えた対策の必要性



省エネ政策の課題 建築物の省エネ基準適合義務化

出典：国土交通省

建築物省エネ法による省エネルギー基準の義務化

• ようやく省エネ基準が新築時に義務化されたが、対象は大規模非住宅建築のみ



ZEB・ZEHの推進



再生可能エネルギー政策の課題
• 国の野心的とは言えない目標設定
• 系統接続制限など、電力システムの制約を解消する必要
• 再生可能エネルギーの開発を制約する法規制・制度を改善する必要
（厳しすぎるアセス、農業との共存を阻む農地法・農振法規制の見直し）

電力系統の柔軟性強化の手法
・気象予測に基づく発電量予測
・出力調整力の高い火力発電の柔軟な運用
・送電網の広域化（国際連系も含む）
・揚水式水力発電の活用
・需要マネジメントの活用
・今後は急速に低価格化が進む蓄電池の活用も

リチウムイオンバッテリーの価格は
7年間で8割低下

出典：GLOBAL TRENDS IN RENEWABLE ENERGY INVESTMENT 2018

日本でも従来はあった農地・牧草地と風力発電との共存
農地とPVとの共存を目指す事例も



エネルギー消費・GHG排出の推移ー東京

出典:東京都 都における最終エネルギー消費及び温室効果ガス排出量総合調査



再生可能エネルギーの現状ー東京

• 東京都内の再生可能エネルギーによる電力利用割合は約11.1％



脱炭素化にむけた都市の政策ー東京
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出典: 東京都

〇2030年までに、東京の温室効果ガス排出量を2000年比で30%削減
〇2030年までに、東京のエネルギー消費量を2000年比で38%削減
〇2024年までに、都内の再生可能エネルギーによる電力利用割合を、 20%程度

2030年までに、30%程度に高める



都市の政策ー計画書制度

出典: 環境省

地球温暖化対策計画書制度（全国44自治体）
• 大規模排出事業者に対し、排出実態と対策計画の届出を求める
• 事業者とのコミュニケーションによる排出削減支援
• データ、情報の収集と活用

報告義務だけでは不十分
事業所単位を超えた対策の推進の必要性

東京都 キャップ＆トレード制度
（温室効果ガス排出総量削減義務と排出量取引制度）

• 都内約1300事業所の大規模排出事業者に
総量削減義務
⇔ 都内業務・産業部門の排出の40％

• 2010年から開始。現在第二期
• 既に基準排出量から25%以上の大幅削減を

達成



都市の政策ー新築建築物の環境性能評価と公表

CASBEE自治体版（横浜市など）
建築物環境計画書制度（東京都）
• 大規模新築建築物に対し、環境配慮の設計計画を求める
• 環境性能評価を実施、公表やラベリング

エネルギー基準との連動、強化の必要性
中小規模建物、住宅への対応の必要性



都市の政策ー供給側対策へ

出典: 東京都

東京都 エネルギ－環境計画書制度
• 小売り電気事業者に対し、排出削減・再エネ導入の目標設定・実態報告を求める
• 電気事業者の環境性の向上推進
• 需要家がより環境性能の高い電力を購入することを促進
• データ、情報の収集と活用

需要家、ユーザーの選択を強化して供給拡大を促す

需 要
再エネを選ぶ

供 給
再エネを増や

す

ニーズ喚起新設・供給増 再エネの
普及拡大



都市の政策ー街区・地区の対策へ

出典: 東京都

地域におけるエネルギー有効利用計画書制度（東京都）
• 熱負荷密度の高い地域において再エネや未利用エネルギー、区効率設備を導入し、エ

ネルギーの有効利用を促進（5万㎡超の開発事業）
• 地区の街づくりと合わせて推進、計画の早い段階でのエネルギー、環境配慮の促進
• 省エネ目標設定、再エネ・地冷導入検討義務
• 地冷の効率基準の導入

横浜市スマートシティプロジェクト

• 多様なエネルギーマネジメントとそのためのインフラ整
備推進

• 2010年から既成市街地でのエネルギーバランスに
向けたシステム導入など実証実験開始

• 2015年横浜スマートビジネス協議会を設立し、「実
証から実装へ」の展開を目指す



将来動向にかかわる要素
人口推計-全国

総人口の推移（将来推計） 一般世帯数・世帯人員の推移（将来推計）

出典:国立社会保障・人口問題研究所 日本の世帯数の将来推計（全国推計）

出典:国立社会保障・人口問題研究所 日本の将来推計人口 （平成 29 年推計）



将来動向にかかわる要素
人口推計‐東京

総人口の推移（将来推計） 一般世帯数の推移（将来推計）



まとめ
脱炭素化に向けたエネルギー・GHG排出の現状
• リーマンショック後、東日本震災後、エネルギー消費減少の傾向は定着し、GDPの伸び

とのデカップリングの傾向もある
• しかし、このトレンドでは、脱炭素化に必要となるレベルには達しない
• GHG排出は、省エネ・再エネの伸びで、震災前のレベルに戻るも、脱炭素はまだ遠い
• 東京も同様の傾向だが、国全体より対策効果がでているとしても、さらなる進展必要
脱炭素化にむけた政策
• 国の最新のエネルギー基本計画は、エネルギーシフトの戦略を示さず、石炭、原子力に

固執、省エネ対策の強度も不十分
• 都市は、これまで省エネ対策の推進を中心に政策を進めてきた。更なる強化のためには

東京のキャップ＆トレードのような義務的、包括的政策の導入推進が必要
• 需要者としての都市の特性、とくに消費の力を活用して再エネの選択・投資を進めること

は、全国的な効果が期待できる
• 小規模地方分散型のエネルギーシステムが都市内外、バーチャルな連携含めて多様な

形で展開することがこれからのエネルギーシステムとして必要。
スマートシティ等の取り組みに期待



（参考）日本のエコロジカル・フットプリント（2017）

出典: WWFジャパン 日本のエコロジカル・フットプリント2017 最新版



（参考）マテリアルフットプリント ー 日本の輸入依存

マテリアル・フットプリント
• 日本の輸入依存
• フットプリントは実際の資源利用
に比べ、非常に大きい

出典: UNEP, Resource Use in Asia Pacific 2015



（参考）日本のマテリアル・フロー（2000 vs 2015）

出典: 環境省 平成30年版環境・循環型社会・生物多様性白書



Paradigm Shift in Energy

https://www.renewable-ei.org/

提言レポート
脱炭素社会を実現するエネルギー政策への転換を

https://www.renewable-ei.org/activities/reports/img/pdf/20180130/20180130_ProposalEnergyBasicPlan_JP_Web.pdf
https://www.renewable-ei.org/activities/reports/img/pdf/20180130/20180130_ProposalEnergyBasicPlan_JP_Web.pdf
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